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要　　約

介護保険制度の導入後,社会福祉法人をとりまく社会的環境は大きく変化した。しかし,そ

の内部管理および法人運営の実態は未成熟といわざるを得ず,外部の環境変化に適応しきれて

いないのが現状である。社会福祉法人が自らその社会的使命を認識し実践していくには,まず,

社会福祉法人にけるマネジメントのあり方を議論していかねばならない。

企業の目的が利潤拡大にあるという認識は,もはや説得力を持たない。現代の企業は,生産

性,収益性,革新性のみならず,環境問題への積極的な取組みといった社会性も評価の対象と

されている。社会福祉法人も例外ではない。現在のところ,社会福祉法人が商法や税法に則っ

て事業利益を報告する法的義務はない。しかし,一定の利潤を得なければ,その存続を継続す

ることは不可能となった。このような状況の中,社会福祉法人は公益事業の達成と収益性の維

持という二つの目標を両立させていかねばならない。

ここにおいて,社会福祉法人のトップ・マネジメント(理事会)には,会計システムと予算

管理の遂行に注力し精通することが要請されるようになった。社会福祉法人は,介護サービス

を提供する事業体であると同時に経営組織体でもある。経営組織体である以上常に経営効率
性を追求していかなければならない。

本稿は,社会福祉法人におけるマネジメントのあり方を議論する中で,マネジメントシステム

として有効な予算管理に焦点を当てている.予算管理を効率的に機能させることが社会福祉法

人を取り巻く状況変化に迅速に対応し,経営改善の実現につながっていくと考えるからである。
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はじめに

人間と社会をつなぐ媒体として組織は存在する。

しかし, 20世紀産業社会において,営利企業組織

は経済機能的な側面を最優先し,共同体としての

側面を軽視してきた。結果的に,社会の調和は崩

壊し,人間の自由や尊厳も阻害された。社会福祉

法人においても,閉鎖的で営利を優先する法人は

依然として多い。しかし,人間が本来有する自由

と社会的な調和を目指すところに非営利組織体で

ある社会福祉法人の存在意義がある。営利組織体

であれ非営利組織体であれ共に共同体としての機

能を保ち,互いに補完できる関係を構築していく

ことは可能であろう。ここに,組織管理の重要性

がある。それは,実際に,具体的成果を生み出す

ものでなければならない。それには,組織が円滑

に機能し,その事業が価値あるものとして戦時を

立てねばならなw

しかし,筆者が関与している社会福祉法人にお

いては,具体的な戦略を立てることが重要である

ことを認識していても,実際に計画し実行してい

くだけの能力や時間が経営責任者にないのが実情

である。社会福祉法人の経営者の多くが人件費の

調整,施設・設備のメンテナンスおよび予算の作

成に苦慮しているが,その原因は,有効なマネジ

メントシステムが無いからである。基本的に,マ

ネジメントシステムは,継続し実践していくこと

が可能であり,かつ,効果的なものでなければな

1)島田恒r非営利組織研究　その本質と管理J文員堂,
2003年, 9-25貢。
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san

福祉事業の充実は,今のわが国における緊急命

題であり,福祉政策の一翼を担ってきた社会福祉

法人が今後も福祉事業の中心に位置することに変

わりはない。その社会福祉法人にとって有効なマ

ネジメントシステムを創り出すことは,今後のわ

が国の福祉事業の発展と充実を図る意味で重要で

ある。

1.福祉制度改革
1. 1介護保険制度と新会計基準の導入

平成12年4月からの介護保険制皮の導入は,描

祉事業の概念を,公的責任の原則から受益者負担

の原則へと大転換させた。介護保険とは, 40歳以

上の国民全員が強制加入する社会保険である。わ

が国の場合,急増する高齢者介護の財源を一般財

源ではなく社会保険に求め,被保険者の介護状態

(要介護度)に応じて必要な保険給付を行うもの

とした2)。介護保険の制度化により,国民は介護

保険料を支払う義務を負う一方,介護サービスの

内容を自ら選択する権利をもつようになった。行

政側からの供給である措置制度から利用者本人が

給付サービスを選択する契約制度へと転換したの

である。このことは,従来社会福祉法人が寡占的

に行ってきた介護市場に,医療法人や一般企業等

が参入してくることを意味する。つまり,社会福

祉法人が介護サービスの給付内容だけではなく事

業遂行に伴う経済効率性をも市場において問われ

ることを意味する。社会福祉法人といえども,一

般企業と同等の経営能力が要求され,事業を継続

させるために利用者の要求に適合したサービスを

提供し,法人資源である余剰資金も効率よく運営

せねばならない。ここに,社会福祉法人の経営管

理の問題が存在する3)0

1.2　わが国における福祉制度の変遷

戦後のわが国における社会福祉制度は,米国の

モデルを模範として出発した。しかし,民間社会

福祉事業の伝統もなく,敗戦で疲弊した当時のわ

2)小室明子・長谷憲明r新しい社会福祉法人のあり方
介護保険を活かす経営(第2刷)Jブックマン杜, 2000

年, 10-77貢。
3 )福祉経営研究会編集r介護保険時代の福祉経営を考え

るj中央法規, 2000年, 37-75貢。

が国にあって,民間組織で社会福祉事業を実践す

ることは不可能なため,行政主導による補助金制

度および措置委託制度が確立した。しかし,この

ことが反って社会福祉法人の経営能力を低下させ

る大きな要因ともなった。措置委託制度の時代か

ら介護保険制度による新会計基準への移行は,事

業主体である社会福祉法人が自らの経営責任を明

確にし,その経営状態を明確に把握することを目

的としている。つまり,社会福祉法人はこの新会

計基準制度に基づいて収益性を客観的に認識し,

法人経営の効率性を事業活動に反映させ,かつ,

利用者への的確な会計情報を提供することを要請

されるようになったのである。

1.3　米国との相違

米国では,伝統的に,非営利組織体に対する資

金提供は各界からの寄付金が多く,その資金に拘

束が課されるのが通常である。わが国の場合,純

資産の拘束程度は,寄贈者よりも行政側にウェイ

トを置いている。新会計制度になったとはいえ,

社会福祉法人が社会的市民による寄贈で自主的に

趣営されてきた米国と行政主導によって管理統制

されてきたわが国との歴史的相違が,ここにも表

れているO米国における非営利組織体の情報利用

者は,多くの場合,外部の寄贈者であることか

ら,寄贈者によって純資産は拘束を受ける4)0

2.社会福祉法人における管理会計思考の

必要性

2.1会計責任

社会福祉法人を取り巻く社会的・経済的環境は

大きく変化したが,依然,社会福祉法人の内部管

理および運営体制の実態は貧弱である。このよう

な状態では,社会福祉法人が,その社会的使命を

果たしていくのは困難である。そこで,経営管理

のための会計情報に基づく管理の考え方が必要に

なってくる。さらに,社会福祉法人の経営者は自

ら掲げた理念および経営目標を明確にし,それを

実現するた桝こ内部管理・運営体制を整備しなが

ら積極的に公益活動を実践していくことを自覚す

る必要がある。しかしながら,実際は,社会福祉

4)武田安弘・橋本俊也「社会福祉法人会計基準における

計算畜類の特質」 r愛知学院大学論芯「経営学研究」第
10巻第1号j 2000年, 4-7頁。
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事業に対する熱意やビジョンを失い,法人を私物

化し,不正請求や資金の流用等の違法行為を重ね

るケースが後を絶たない。そもそも社会福祉法人

は,社会全体に対してその社会性と公益性が期待

され,その貢献性を証明する外部効果の内部化に

よって効率性および生産性を高めていや}ねばなら

ない。それには,社会福祉法人が求められている

成果に対して結果責任をもつことを,その構成員

が自覚できるマネジメントシステムを作ることが

虫要である5)0

そもそも,事業活動の基本は,事業家が経営者

として債権者や株主から資金を調達し,その資金

を事業に投資・運用することで,投下された資本

より多い利益を獲得することにある。したがっ

て,経営者は,債権者や株主から資金の効率的運

用を委任され,その運用成果を利害関係者に期間

報告する責任を負う。これが,会計責任である。

2.2　管理会計思考

一方,社会福祉法人は,利潤を得るという経済

性を根底に据えつつも公益性と社会性を実現する

という事業目的性を有する。つまり,制約された

市場の中で採算性を確保しつつ本来の事業活動の

目的も達成せねばならない。これらの財政的・経

済的な課題を解決していくには経営管理が効率的

に行われなくてはならないが,それを実践するた

めには,管理会計の思考が必要となってくる。な

お,管理会計思考に関わる一般的な内容について

は,米国会計学会がASOBAT (A STATEMENT

OF BASIC ACCOUNTING THEORY)において

「経済主体の実際の経済資料と計画上の経済資料

を処理するにあたって,合理的な経済的目標を計

画し,この目標を達成しようと目的に合った意思

決定を行うに際し,経営管理者を助けるために,

利用目的に適した技術および概念を適用すること

である」としている6)。つまり,まず必要な情報

を作り出す情報システムとしての会計が存在し,

次に,ある問題解決をするた捌こ意思決定をコン

トロールできるだけの会計の情報性が存在しなけ

ればならない。

5)船越拝之「非営利組総体の管理会計-その必要性と在

り方-J r三田商学研究35巻6号j 1992年, 170-198頁。

6 ) American Accounting Association (1973), A State-

ment of Basic Accounting Theory, AAA. pp.39-40.

この点　R.N.Anthonyは,非営利組織も経営

組織であるから,同じ経営組織である営利企業の

管理会計体系が参考になること,また,管理会計

が経営管理と密接に関連した体系であり,その体

系は組織の営利性や非営利性に関係なく,人間組

織そのものに適用できるものであることを提案し

ている。その考えを図表で示すと以下のようになる。

意思決定会計　~　　>戦略的計画投定

#
Ej㌫塩間Erlii

strategic planning

総括業務管理

management control

E臣LK3aa払

operational control

[
付
図
M
且

図表1一般的な管理会計の体系
出所: R.N.アンソニー著・高橋吉之助訳r経営管理シス

テムの基礎j 20-25貢を参考に作成

2.3　社会福祉法人と管理会計

企業の場合,戦略設定はトップ・マネジメント

において管理会計の方法に基づいた収益分析およ

び原価分析が行われるO　そこでは「経済性」が重

視され,複数の案件から最も効率的に利潤追求で

きるものが選択される。

一方,社会福祉法人が中心とする概念は「公益

性」であり,その事業活動においては,限られた

資源の範囲内で最も採算性の高いものを選択しな

ければならない。例えば,設備投資に関しても,

管理会計によって,それが公益性の評価を得るこ

とができるか否かの検討を行いながら採算性を考

慮した会計的評価を下していかなければならない。

これが意思決定会計の意味するところである。

総括業務管理とは,一定期間における事業活動

のための経営管理を意味する。これらはPLAN

→DO→CHECK→SEEといった一連の管理プ

ロセスによって定型化されている。業務全般の管

理はトップ・マネジメント,部門別業務の管理は

ミドル・マネジメントが,各々担当する。これら

の業務全般に関わる管理会計が業績評価会計であ

り,その中核となるのが予算管理である7)。なお,

7)津田博士r予算管理論J同文館出版, 1999年, 8-9
貢。
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図表2　予算と経営管理活動との関係
出所:津田博士r予算管理論一環境適応と業綴統合-.a

p.9.同文館出版, 1999年を一部修正

予算管理と経営管理活動の関係を図で示すとうえ

のようになる。

3.予算編成
3.1利益計画と予算編成

予算編成は次年度の事業活動の実施計画を作成

する過程である。この予算編成過程において各事

業区分で立てられた計画が, 「責任中心点区分に

変換される」わけである8)0

社会福祉法人の放漫経営による不正事件が後を

絶たないのは,そもそも法人経営の管理運営に経

営計画そのものが欠落している場合が多いからで

ある。法人経営を立て直すには,外部環境変化に

対応すべく自ら経営実態を分析しその把握に努

め,法人の進路を検討していかねばならない。そ

れには,法人の経営ビジョンを明確にしたうえで

計画経営を実行していくことが必要である。社会

福祉法人が社会的・公益的存在であることを踏ま

え,地域と連携して利用者の満足度を高めていか

ねばならない。その前提条件として,職員には,

各会議等への全員参加を通じてこれらの理念を周

知徹底すべきである。そこから法人の経営上の問

題点を明確にし,設備,人材および資金を基に

トップ・マネジメントによる経営方針を構築せね

ばならない。

中長期計画を視野に入れて,経営・組織活動・

介護サービスの内容,職員の賃金体系,施設の増

設,地域との交流のあり方等を決定していく。こ

の中長期経営計画を基に1年を期間単位として現

状の変化を把握しながら経営計画を策定していか

8)門田安弘r管理会計』税務経理協会, 2001年, io-
nil。

ねばならない。中長期利益計画に基づいて当該事

業年度における利益率が決定されると,そこから

目標事業収益が算出される。目標事業収益が設定

されると,損益分岐点を基に経費総額が明示され

る。つまり,この事業収益を達成するための作業

が予算の領域なのである。

3.2　予算編成の手順

予算の具体的な編成手順としては,まず予算編

成という形で,理事長と施設長が目標利益とそれ

を実施するための活動計画を明示する。次に,そ

の計画に基づき,各部門が個別の部門予算を立案

し編成することになる。これらの部門予算から計

算される予想利益と当初の目標利益との差異を調

整し,全体予算を編成し法人の事業活動を統制す

ることになる。部門予算は,全体予算を具体化し

ブレイクダウンしたものであるため,各事業部門

における現実的な行動目標となる。したがって,

各部門の構成員がその予算内容とその活動結果に

責任を持つことを認識していなければならない。

3.3　予算編成のための組織

予算編成のための組織は以下のように構成され

る。

(りトップ・マネジメント(理事会)

予算編成の前提となる中・長期経営計画の内容

をチェックし承認することで予算の大綱を決定す

る。さらに,そこから全体的にまとめられた最終

予算を決定し,組織全体の方向性を明碇にしなけ

ればならない。

(2)予算担当部門

多くの場合,施設長や事務長が担当する。予算

担当者は,トップ・マネジメントとの協議を通じ

て予算編成方針を作成する。また,各部門の責任

者からの問合せの応答,予算原案の集計,編成さ

れた予算の実行可能性の評価・分析を担当する。

(3)予算責任単位

予算原案の作成を求められる経営組織単位であ

る。法人の管理レベルに応じて階層構造的に細分

化され部門予算責任単位として位置づけられる。

(4)予算垂員会

予算編成や執行について審議・調整する諮問機

関である。予算委員会は施設長,事務長,介護部

長のはか各部門の予算管理責任者によって構成さ
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れる。通常,部門間の調整,全体予算案の作成,

予実差異分析がおこなわれるが,月次の分析,予

算補正,予算編成手続き等の決定を行う。この予

算委員会を有効に機能させることで,法人の構成

員全員に,経営上の問題点を明確にし,全員参加

の法人経営を可能にする。また,予算委員会での

業績差異分析は,事後的な実際情報を予算と比較

して差異を算出し,その差異が重大であるか否か

判定し,重大であると判定されれば,その原因を

探索することを指示するものでなければならない。

経営活動を合理的に進めるた馴こも,予葦割ま,

中期利益計画との関連においてその実行計画とし

て策定されなければならないO　この予算を管理手

段として有効に機能させるには,各部門別に予算

を体系化し,これを月次レベルで,各部門で運営

実績と比較・検討する作業が不可欠である。その

ことによって業績評価が継続的に行われ,法人全

体の業務改善へとつながる.からである。

このように,予算管理機能を有効に活用するに

は,期中において,当初作成した予算のとおりに

事業が進められているかどうか,常に活動実績と

対比して把捉・分析していかねばならないo Lか

し,予算そのものに無理があることが判明した場

合,予算自体を実績にシフトさせていく柔軟性も

必要である。

4.損益管理
4.1予算と損益管理

社会福祉法人における予算作成は法的に制度化

されており,予算は最終的に理事会による審議・

承認を経なければならない。なお,予算編成段階

においては利益目標と公益性の達成目標が審議さ

れるのであるが,これらの目標に基づいてトッ

プ・マネジメントおよびミドル・マネジメントが

互いの立場から全ての利害関係者の意向を考慮し

た予算の編成をすることとなる。予算は,その実

行段階で実際にどの程度予算が達成されたのか,

定期的に評価し,問題点があればその都度検討す

る作業が必要である。

最終的に, 1年間の事業活動成果であるアウト

プットの評価がなきれるが,この結果を通じ,倭

正部分があれば改善を行い目標とする事業活動を

実現していかなくてはならない。その達成指標が

アウトカムである。この予算編成から実行段階を

経て業績評価に至るプロセスは,どの組織におい

ても必要不可欠であり,予算管理の最も重要な機

能は,業績評価に基づいた組織統制にあるg)。

本節では,期間計画における利益計画を想定し

た予算編成について考察する。社会福祉法人の運

営は,高齢者人口の増加,介護保険単価の切下げ

といったマクロ的な福祉経済環境を始め,ミクロ

的な内部環境等の分析も行なったうえで全体的な

利益計画を設定しなければならない。この目標利

益の設定には,損益分岐点分析が適しているが,

損益分岐点は,次の基本的な公式により求められ

る。

(総費用(y) -固定費(a)

+売上高(Ⅹ)×変動費率(b)]

4.2　損益分岐点

変動比率とは,事業収入に対する変動費の割合

をいうが,本来,費用は事業収入の増減に比例す

る変動費と,事業収入の増減に関係なく一定額発

生する固定費とに分解できる。変動費には給食材

料費や保健衛生費等が該当する。一方,国定鄭こ

は人件費,貸借料,減価償却費,保険料等が該当

する。しかし,水道光熱費や通信費等は変動費と

固定費の要素が混在しており,両者を厳密に区分

するのは困難である。そこで,厳密な損益分岐点

を求めるには,これらの準固定費や準変動費を

固定費と変動費に分解する作業が必要となってく

る10)

費用分解を行う方法は複数あるが,本節では最

小二乗法によって求めることにする。この方法

は,費用を正確に変動費と固定鄭こ分解すること

ができるからである。なお,最小二乗法において

損益分岐点を求める場合においても,収入単価や

固定費・変動費が著しく変動していないことが前

提要件となるII)また,数期間の事業収入や費用

実績から費用分解を行うので,できるだけ多く

(できれば数期間における月次試算表)のデータ

を準備することでより正確な費用分解が可能とな

9)野村健太郎他r政府/非営利組織の経営・管理会計一
政府/自治体/大学/病院J創成杜, 2002年, 29-36頁。

10)田中弘r経営分析の基本的技法(第4版)J中央経済
社, 2001年, 108-109頁。

ll)田中弘(前掲雷) 138-143頁.
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る。ここでは事業収入高と総費用をn年分集計

したものと仮定して計算を行う。

〔Ⅹ-事業収入高　b-変動比率　y=総費用

n-年数　a-固定費〕

∑サ-a∑x+b∑x -・- (1)

∑サ=a∑x+b∑xZ ・- (2)

. -」*=_*∑三
n

∑サ= (∑y-b∑x)∑x +b∑x2
n

n∑サ= (∑y-b∑x)∑x+bn∑ズ2

b{(Z*Y-サ∑ '2 }-∑x・∑y-n∑サ

b= ∑x∑y -n∑xv

(∑xy-n∑.TZ

目標利益(目標収支差額) gを設定した場合,求

める損益分岐点Sは,

事業活動外支出一事業活動外収入

l-b

4.3　設　例

損益分岐点分析を行うことで利益計画を設定す

るのは容易となる。目標の事業収入を決定すると

予想限界利益が計算でき,固定費を控除すると予

想収益が計算できるからである。社会福祉法人の

場合,利用者数には一定の制約が設けられている

ため,極端な収入増加は望めない。したがって,

収益を上げるには経費削減が最も効果的であるO

その際,経費のどの部分を節減し,それによって

どの程度収益を確保できるのか損益分岐点分析に

よって把捉することは可能である。また,設備投

資や職員の増員を計画する場合も,その費用対効

果を損益分岐点分析によって測定することができ

る。

実際,以下の設例に前貢の公式を当てはめて固

定費と変動費率を求め,その数値に基づいて中期

(3年)損益分岐点予定表を作成してみる。なお,

設例にある数値は,筆者が担当する複数の社会福

祉法人の経営資料から抽出し修正を加えたもので

1*5

図表3　設例(特別養護老人ホームの収入高と費用)
(単位:百万円)

事 業 収 入 高

くX )

総 費 用

( y )
( x y ) X 2

2 0 0 0 年 2 2 5 2 0 1 4 5 ,2 2 5 5 0 ,6 2 5

2 0 0 1 年 2 4 3 2 0 7 5 0 ,3 0 1 5 9 .0 4 9

2 0 0 2 年 2 50 2 0 8 5 2 ,0 0 0 6 2 ,5 0 0

2 0 0 3 年 2 5 1 2 0 9 5 2 ,5 4 9 6 3 ,0 0 1

2 0 0 4 年 2 50 2 0 9 2 ,2 50 6 2 ,5 0 0

2 0 0 5 年 2 4 9 2 0 8 5 1 ,7 9 2 6 2 ,0 0 1

計 1 ,4 6 8 1 ,2 4 2 3 0 4 ,0 2 7 3 5 9 ,6 76

( n ) ( ∑Ⅹ ) (∑y ) ( ∑Ⅹy ) ( ∑Ⅹ2 )

まず, 1)式に設例の数値を代入する。

1,242=6× a+b xl,468-- (3)

304,027-a Xl,468+b x359,676 -- (4)

(3) ×1,468

1,823,256-8,808× a +2,155,024 -- (5)

(4) ×6

1,824,162-8,808× a +2,158,056 -- (6)

(6)式- (5)式

906- b x3,032

b≒0.299 (変動費率)　3　式に代入)

l, 242-6a 4-439

a-134 (固定費)

y-a+bxは,設例の場合　y-134+0.299x

となる。固定費は134となり,

変動費率は29.9%ということになる。

仮に次のような中期目標を立てて中期の損益分岐

点予定表を作成する。

1.当面人員削減はしないが,ベースアップおよ

び人員増貝はしない。

2.介護保険の単価切下げおよび娩争相手の出現

等による事業収入の減少を特養以外の事業収入

で補い, 2008年にはその減少を止める。

3.変動比率に関しては,毎年0.5%削減を目標

にする。

4.人件費以外の固定費(賃借料,保険料等)を

毎年100万円削減していく0

5. 2008年度に2005年度の収益水準に戻す。

この設例は,設備投資や職員の増員等に関する

項目を含んでいない単純なものである。しかし,

法人が損益分岐点を事前に把握することで収益を

認識した予算編成をすることが十分可能であるこ

とを明確に示している。この点について津曲教授
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図表4　損益分岐点予定表
(単位:百万円)

2 0 0 5年 200 6年 200 7年 200 8 年

事 業 収 入 2 49 2 4 5 2 4 0 2 4 0

変 動 費 74 72 6 9 6 8

変 動 費 率 29. 9 0 % 2 9 . 4 0 % 2 8 . 9 0 % 2 8 . 4 0 %

限 界 利 益 175 1 7 3 1 7 1 1 7 2

固 定 費 134 1 3 3 13 2 1 3 1

給 与 125 1 2 5 12 5 12 5

そ の 他 9 8 7 6

収 支 差 額 4 1 40 3 9 4 1

は, 「計画設定・統制の諸過程からなる経営管理

活劫を,一一利益管理活動に変換する。そのこと

を通じて,企業予算は, --各管理責任者の主体

的な計画設定・統制の個別具体的な諸活動を,ほ

かならぬ利益目標との照応において調整し,か

つ,当該目標にむけて統合するのである(文中の

点線は筆者)」と述べている。利益目標志向にお

ける統合機能は,利益目標設定-予算編成-実行

→実績測定-予実差分析というプロセスを通じて

実体化していく12)

実務的には,各業務の必要性が常時検討される

ことでその再構築が可能となり,人件費や減価償

却費といった固定費を変動費化するためにアウト

ソーシングやリース契約を導入することも検討さ

れるであろう。そのことが,結果的に,社会福祉

法人本来の事業活動に自身を特化させ,その公益

性を実現することにもつながっていくと考えられ

る。

損益分岐点分析において重要なのは,どのよう

に分岐点を下げるのかということであるO　つま

り,分岐点を下げる内容そのものが問われるので

ある。社会福祉法人の場合,一定の制約があるた

め,経営努力に比例して収入が増加していく訳で

はない。しかしながら,限界利益を高め変動比率

を下げることは可能である。その点,最も検討さ

れなければならないのが固定費の削減である。社

会福祉法人における最大の固定費は人件費である

が,その変更に関しては組織全体のバランスを考

慮しなければならない。したがって,最初の段階

では,人件費以外の固定費の節減を行うのが妥当

である。これらの点を踏まえ,実際に,中期目標

12)津田直r管理会計』国元書房, 1977年, 128M29瓦

を設定する場合,損益分岐点分析に基づいて利益

計画を立てることが,予算作成においては重要で

ある。

おわりに

社会福祉法人の中にあって,介護老人福祉施設

である特別養護老人ホームは,様々な介護事業を

行っており,その事業対価を介護保険収入から得

ている。この介護保険単価が,平成18年4月より

再度引き下げられることが国会で議決された。

現在,特別養護老人ホームの経営上の最大課題

は,増大する人件費コストをいかに抑えていくか

ということである。介護サービスの質的低下を招

かない形で人件費を削減せねばならない。そもそ

も人件費率が高い最大の要因は,常勤比率が高す

ぎることにある。しかし,筆者が担当する複数の

特別養護老人ホームをみる限り,非常勤比率を上

げても,経常収支が増加していない`のが現状であ

る。むしろ,他の経費削減と総務・経営部門等の

外部委託を導入して経費バランスをとっている法

人の方が高い経常利益を確保している。

補助金のカット,介護保険単価の切下げという

現状にあって,いかに適切な人件費を設定して要

員を確保し,効果的にマネジメントを実践してい

くかが法人存続の重要な課題となっている。この

ような現状にあって,予算管理は,社会福祉法人

の経営効率を高める上で有効なものであると認識

される。

検　討

本稿では詳しく論じなかったが,予算を効果的

に経営管理に反映させていくには正確で迅速な月

次決算を行うことは不可欠である。

月次決算とは,制度的には,社会福祉法および

定款に則り法人独自の方法で毎月行う決算のこと

をいう。その目的は,毎月の資産・負債の現況と

損益状況を確認していくことにある。予算管理の

視点からみると,毎月の収支差額を予算対比する

ことで迅速な予実差分析を可能にし,並行して,

毎月レベルで前月・対前年比較が行えるため,当

該事業年度の特徴や環境変化を早い時期に認識で

きる。つまり,月次決算は,経営活動の認知機能

と制御機能を併せもつものである。そのため,予

算項目との整合性や正確性が求められる。月次決
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算の要件としては,迅速性,正確性,予算との比

較可能性があげられる。

予算管理の目的は,年度中に発生した収入・支

出に対し,常に予実差を確認・分析して予算統制

を行うことにある。予算が管理統制を目的として

いる以上,月次決算は,原則的に年度決算の会計

処理と同一の方法で行う必要がある。このよう

に,予算管理を考える場合,.月次決算のあり方も

同時に検討されねばならない。

また,予算は単年度の事業計画に基づいて作成

されるため,長期的な事業戦略から切り離される

傾向にあるO　この点に関し,長期的な事業戦時と

予算管理をどのようにリンクさせていくべきか,

さらに検討をする必要がある。

今後の展望

本稿は,社会福祉法人における予算管理に関す

る基本的な問題を論じた。しかし,予算の作成手

続きや作成方法,損益分岐点分析における固定

費,変動費および限界費用については,さらに議

論を深めていく必要がある。

また,予算は,短期利益計画に基づいて決定さ

れることも多く,事業戦略との直接的関係が希薄

になる傾向にあり,長期的観点から承離していく

脆弱性を内在している。

本稿では　BSCについて論じなかったが,

BSCが戦略をマネジメントするシステムとして

位置付けられるならば,予算とBSCの関係を整

理することは非常に有益であると考えられる。そ

の前にBSCの問題点を検討し,どういった形で

社会福祉法人に導入していくべきか,その方法論

を検討しなければならない。

社会福祉法人におけるミッションマネジメント

を軸に,予算とBSCの統合の可能性を検討して

いくことが今後の課題である13)。

13)キャブランとノートンは, BSCを,企業の計画設定

と予算編成のプロセスに統合することが,戦略志向の組

織体を作り出すのに決定的な扇要性をもっていると述べ

ている. Kaplan and Norton. (2001): Kaplan, Robert S.

and Norton, David P., 2001, The Strategy - Focused

Organization, Harvard Business School Publishing.

(横井適時訳rキャブランとノートンの戦略バランスト・

スコアカードl東洋経済新報社, 2003年, 351-378頁)
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